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1．「環境」と「持続可能性」の追求
幼少のころ、実家の前で雪だるまを作った記憶がある。雪が降るくらいだから寒かったの
だろう。しかし今、大阪で雪だるまを作る子供の姿は見かけない。一個人の思い出だけで地
球温暖化が確実に進んでいると結論付けることには無理がある。一部の識者が指摘するよう
に、地球温暖化現象は妄想、あるいは幻想なのかもしれない。
だが、地球上の貴重な資源を食いつぶし、環境を破壊することに賛同するものはきわめて
少数派だろう。美しい地球の環境を人類全体で保全する重要性については異論がないだろ
う。環境保全という課題に取り組むのは政府、自治体だけに限定されたものではない。そこ
に個人も法人も協力して初めて完遂できる。まさに世のため人のため。地球社会の一員とし
て総力戦で取り組むべきグローバルな課題なのである。
幸運なことに、世界同時好況期にある。世界主要国の実体経済は日本も含めて、底堅く推
移、株式相場は史上最高値圏を舞う国も散見される。投資（投機）マネーは国際商品市場に
も流入、得体の知れない仮想通貨にまで物色の幅が広がっている。低インフレ、低金利とい
う市場にとっての適温条件が継続する限り、相場は崩れそうもない。
恵まれた経済下にある今こそ、環境と開発、すなわち環境保全と持続可能性の二兎を追わ
なければならない。衣食足りて礼節を知る時代に突入した。後戻りはできない。遅ればせな
がら、ミレニアム開発目標（MDGs）に引き続いて、2015年に国連で「持続可能な開発目標
（Sustainable Development Goals：SDGs）」が採択されている。貧困、気候変動、不平等
といった問題の解決に加えて、資源の維持 ･保護、クリーンエネルギーの実現など、地球全
体で取り組むべき目標が掲げられている。
企業は売上高 ･利益至上主義、株主至上主義から脱却し、地球社会の持続可能性に貢献す
るビジネスモデルへの転換を果敢に推進するようになってきた。グローバル企業もローカル
企業も事業計画・活動に持続可能性の視点を盛り込み、実践に移している。
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ここに金融機関や投資家も共振する。融資先や投資先を判断する基準として、環境・社会・
企業統治（ESG）という三つの視点を重視するようになった。個人投資家、ことにデイトレー
ダーは相も変わらず、値動きの軽い中小型株の値幅取りに熱心だが、機関投資家はバリュー
株（割安銘柄）やグロース株（成長銘柄）への投資に加えて、ESG投資（地球温暖化など
の環境問題や社会的課題への対策に熱心で、企業統治に優れた企業へ優先的に投融資するこ
と）へと力点を置き換えつつある。ESG投資の残高は2016年時点で23兆ドルと対2014年比
で25％増加している 1）。
通例、格付け会社が債券や株式の格付けを実施しているが、企業が「SBT（サイエンス ･
ベースド・ターゲット）イニシアティブ」へ提出した地球温暖化ガスの削減目標に対して、
国際的な環境保護団体、専門家が審査、認定する「SBT認定」も徐々に普及するようになっ
ている。SBT認定を受けた企業は地球温暖化を投資リスクと位置付ける機関投資家から優
先的に投融資を受けられることになる。日本勢ではソニーや第一三共、川崎汽船、リコーな
ど14社が、米国のコカ ･コーラ、デル、ファイザーなど世界の86社が SBT認定を取得して
いる。
日本では年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が ESG投資を開始した。現在、世界
で 2 ,600兆円が ESG投資に充当されているという。世界株式投資残高の 3割に達する規模
にまで膨れ上がっている。企業側は投資家にESG関連情報を積極的に開示する姿勢に転じ
ている。この企業姿勢が技術革新、新技術、新商品の開発を促進していく 2）。
一方、欧米の金融機関は油田・天然ガス田開発への融資に慎重になっている。米国政府は
化石燃料開発に対する環境規制を緩和しているけれども、欧州諸国政府は全体として環境保
全に敏感、神経質である。世界最大の政府系ファンド（SWF）、ノルウェー政府年金基金は
石炭火力発電の比率が高い企業を投資対象から外している。
さらに、2020年以降の地球温暖化対策の国際枠組み「パリ協定」もまた環境保全や持続可
能性の指針となっている。パリ協定には日本、欧州、中国、インドなど170カ国が参加、各
国が個別に温暖化ガスの削減目標を掲げている。これはパリ協定に署名した国が守るべき約
束であり、国際公約である 3）。
日本は温暖化ガスの排出量を2030年に対2013年比で26％減らす目標を掲げた。小売りな
ど業務部門では二酸化炭素（CO2）排出量（温暖化ガスの 9割を占有）を40％削減、エネル
ギー部門では28％、産業部門では 7％をそれぞれ減らす。これを受けて、経済産業省が小売
業者を対象に省エネルギーの数値目標を設定する。「エネルギー使用合理化法（省エネ法）」
の告示を改正して、2018年度から適用されている。小売企業でも省エネ効率の高い設備に更
新しなければならない。
当然のことながら、ここから新たな需要が創出される。新たなビジネスチャンスも生まれ
る。具体的には発光ダイオード（LED）、熱電併給（コージェネレーション、天然ガスで電
力と熱を同時に供給）など、エネルギー効率化を推進する設備の導入が喫緊の課題となる。
東京ガスはコージェネ事業に 3年で最大600億円を投融資する。宇都宮市にある工業団地
1） 『日本経済新聞』2018年 1 月19日号。
2 ) 『日本経済新聞』2017年12月 5 日号。
3） 『日本経済新聞』2018年 1 月 4 日号。
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でキヤノン、カルビーなど計 7工場・施設に電気と熱を供給する小型プラントを稼動させ
る。東京・日本橋では三井不動産とスマートシティ（環境配慮型都市）を開発。小型プラン
トを設置して、オフィスビルや地域にエネルギーを供給する。石油資源開発もこの事業に新
規参入、福島県で熱電併給設備を稼動させるという。新設する液化天然ガス（LNG）基地を
稼動させて、ガスを導管で供給する。
熱電併給によってCO2排出量を 2割ほど削減可能で、導入件数も伸びている。合計出力
は2015年度末時点で1,034万キロワットだが、2030年を迎えると、総発電量の15％に達する
とする予測もある 4）。
産業革命以降、世界経済は石炭、石油、天然ガスといった化石燃料に支えられてきた。特
に、石油が経済成長を牽引した。20世紀が石油の時代と呼ばれたゆえんである。石油の時
代が終焉を迎えるには相当程度の時間がかかるだろう。その一方で、石油の次を模索し始め
ていることもまた事実である。
ここにきて、いわゆる石油ピーク論が勢いを増してきた。かつてのオイルピーク論は原油
資源が枯渇するというオイル供給ピーク論であるのに対して、足元のオイルピーク論は需要
面にスポットを照射するものである。
確かに再生可能エネルギーが火力発電所に取って代わると判断するには時期尚早であ
る。また、ガソリン車が即座に姿を消して、電気自動車（EV）が自動車市場を席巻すると
は考えられない。EVの世界販売台数は2017年でわずか61万台、2021年になっても152万台
に増えるに過ぎない 5）。化石燃料の時代は時間をかけて終幕を迎えるだろうし、EVの時代
が到来するのもまだまだ先のことである。
しかしながら、再生可能エネルギーやEVへのシフトは確実に進み、後戻りすることはな
い。国際エネルギー機関（IEA）が公表した「2017年版・世界エネルギー見通し」によると、
再生可能エネルギーが世界発電量に占める比率は2016年の24％から2040年には40％に高まる
としている。この期間に再生可能エネルギーによる発電量が2.6倍に増加すると IEAは予測
する。他方、化石燃料の発電量シェアは65％から50％、原子力が11％から10％にそれぞれ低
下すると予想している 6）。
いつまでも頑なに石油やガソリン車に執着していると、新しい時代の到来に気付かず、本
質的な構造転換の潮流を見失ってしまう。今のところ、世界の石油需要は伸び続けているけ
れども、結果的にオイルピーク論の懐疑論者が時代の変化に取り残されてしまう恐れもあ
る。
経済協力開発機構（OECD）加盟国を先進国、OECD 非加盟国を開発途上国とするなら
ば、石油需要はすでに開発途上国が先進国を逆転している。石油需要に関しては、開発途上
国が先進国を追い抜いたのである。そして今、やがては2040年を前に世界石油需要が峠を越
え、減少に転じる可能性が指摘されるようになった。
国際原油価格を自由自在に操ろうと産油国が結束した、価格カルテルの石油輸出国機構
（OPEC）。OPECが描くシナリオによると、2030年代後半に世界の石油需要が日量 1億900
4 ） 『日本経済新聞』2017年12月27日号。
5） 『日本経済新聞』2018年 1 月 6 日号。
6） 『日本経済新聞』2017年11月15日号。
－  　　－33
脱炭素化時代の産業変革（中津）
万バレルで頂点に達するとした。先進国の需要は減る一方、中国やインドなど開発途上国の
需要は人口増が原因で増加すると読む。他方、IEAは「パリ協定」の目標達成を前提として、
2020年ころに天井を打つとの未来図を提示している 7）。
また、英調査会社のウッドマッケンジーは2035年直後にピークが訪れるとする。さらに、
英蘭系国際石油資本（メジャー）のロイヤル ･ダッチ ･シェルは2020年代後半から2030年
代前半に、世界の石油需要が下降し始めると見る。
ただ、OPECでも短中期的見通しでは世界の石油需要は増え続けるとする。2022年の世
界石油需要が対2016年（日量9,540万バレル比で日量690万バレル増の同 1億230万バレルに
達すると強気の予想を示している。特に、高品質の石油製品が需要を押し上げるとしてい
る 8）。日量 1億230万バレルの世界石油需要のうち、非OPEC産油国が日量6,200万バレル分
を供給できるという。後で触れる米国産原油が供給量増加分の 3分の 2に応答するとしてい
る 9）。
いずれの仮説も欧州ではフランスや英国、開発途上国では中国やインドが内燃機関車から
EVへの転換を打ち出したことを根拠とする。2015年の統計数値だが、世界石油需要の56％
を運輸部門が占める。EVの普及により、ガソリンやディーゼル燃料の消費量は自ずと減っ
ていく。EVを含めたゼロエミッション車（ZEV、プラグインハイブリッド車、燃料電池車）
が主流となれば、石油需要の天井が見えてくる。「パリ協定」締結国はいずれも環境規制を
徹底し、エコカーや排ガス規制を本格始動している。
具体的な予測数値を示してみよう。
IEAは EVの世界保有台数が2016年の200万台から2040年には 2億8,000万台まで膨らむ
と想定する。ガソリンが不要なEVの爆発的普及によって、原油需要は2016年から2040年
の間に日量250万バレル減少すると IEAは見通している10）。
原油需要がやがては頂点に達し、しばらくは横ばい状態が続いた後、下降に転じれば、国
際原油価格も下落トレンドに入っていくだろう。いわゆる中東の地政学リスクを吸収できれ
ば、石油消費国である日本にとっては朗報となる。産油国がオイルマネーに依存できないと
きが徐々に近づいてきている。
とは言え、石油需要が消滅する日は到来しない。IEAは2040年の世界石油需要を日量 1
億500万バレルと推計している。大型トラックや航空機、そしてタンカーなどがモーターと
電池で作動する時代は遠いだろう。セキュリティー面を考慮すると、内燃機関車が一定の存
在感を保持するとも考えられる。化学品の代替製品を打ち出すのも難しい。
だが、主役の座は明らかに移り変わっていく。旧来型のビジネスモデルに固執するのでは
なく、石油の次という時代の変遷が新たなニーズを創出するといった、前向きの姿勢がより
健全であろう。産業変革、産業のパラダイムシフトが一国の経済の足腰を鍛えていくことは
間違いがない。
変革の波がスタートアップ企業の新規参入を促し、既存企業も事業ポートフォリオを見
7） 『日本経済新聞』2018年 1 月7日号。
8） 『日本経済新聞』2017年11月8日号。
9） Financial Times, November 8 , 2017 .
10） 『日本経済新聞』2017年11月15日号。
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直すと同時に、コスト競争力や技術力の強化を通じて体質改善を図っていく。全体として、
産業や企業の新陳代謝が推進され、次世代ビジネスが開花する。地球温暖化防止の動きを積
極的に捉えて前進する時代に突入している。
鉄鋼会社が粗鋼生産量で勝負する時代にピリオドが打たれつつある。鉄がアルミや炭素繊
維に代替される今、粗鋼生産量で競う意味はない。
鉄鋼業界は金融機関と同様に、M&A（合併・買収）を繰り返して、体力強化を目指して
きたが、その経済効果も限界を迎えている。新日鉄住金と JFEホールディングスはEVの
モーター部分に使用する電磁鋼板や、自動車の軽量化に役立つ高性能鋼板「超ハイテン」
（高張力鋼板）など先端素材の生産能力を増強する。人工知能（AI）によるビッグデータ
解析など最新の IT（情報技術）を組み合わせて、生産性を高め、競争力を強化する方針で
いる11）。
リチウムイオン電池の主要部材、セパレーター（絶縁材）で世界首位に立つ旭化成。世界
第 2位は東レである。旭化成はセパレーターの増産用投資を上積みし、EV用電池の世界的
な市場拡大、需要拡大に対応する。価格競争ではなく、安全性や耐久性に優れる高付加価値
素材で勝負、競合他社を突き放す。EV向け 2次電池の世界市場規模は2025年に対2017年比
で 5倍の 3兆9,300億円に膨らむ12）。
2．国によって異なるアプローチ
日本政府は2030年度を視野に入れたエネルギーミックス（電源構成）を原子力20 ～
22％、再生可能エネルギー 22 ～ 24％、火力56％程度と設定する13）。電力の小売り自由化に
よって、電力の商品化、発電事業への新規参入が実現している。従来の電力会社による地域
独占が崩れ、企業間競争が電力料金の下押し圧力として作用する。
後押しするのが再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度（FIT）。発電した電気を国
が決めた固定価格で電力会社が買い取る仕組みが再生可能エネルギー事業への参入を促進
する。太陽光、中小水力、風力、地熱、バイオマス発電といった事業機会が広がる。
もちろん課題は山積状態。日本は今もって再生可能エネルギー後進国。欧州が先頭を走
る。ドイツでは太陽光発電が発電量の 3割を超え、再生可能エネルギーの比率を2050年に
8割とする野心的な計画を掲げる14）。ドイツは逸早く脱原発を宣言した先進国として知られ
る。2022年までの脱原発を目指す。
しかし、再生可能エネルギーの導入に熱心なドイツですら試行錯誤を重ねている。ドイツ
政府は2020年までに炭素排出量を1990年比で40％削減すると宣言したものの、実際には 8％
の削減水準にとどまる15）。しかも総発電量に占める石炭・亜炭火力発電は40％に及ぶ。
11） 『日本経済新聞』2018年 1 月 7 日号。
12）『日本経済新聞』2017年12月 5 日号。
13） 『日本経済新聞』2017年12月 1 日号。
14） 『日本経済新聞』2018年 1 月 4 日号。
15） Financial Times, December 27 , 2017 .
－  　　－35
脱炭素化時代の産業変革（中津）
電力の供給超過を理由に、石炭 ･亜炭火力発電所を閉鎖すべきだと主張する専門家はいる
ものの、石炭業界が猛反発。国内の石炭業界を擁護する反論には、雇用の観点から一定の説
得力がある。さらにメルケル首相のレームダック化（死に体）がこの政治問題を複雑化して
いく。つまりドイツでは近視眼的な石炭業界と中長期的視野を重視する世論とが正面衝突し
ているのである。
エネルギー政策は国によって異なる。国土面積、人口、産業構造、経済規模 ･水準などさ
まざまな要素を勘案して、その国にふさわしいエネルギー政策の姿を模索しなくてはならな
い。
小国デンマークでは再生可能エネルギーが発電量の 6割を占有する16）。デンマーク最大の
電力会社も石炭と比べて格段にクリーンとされる天然ガスと決別する経営判断を下してい
る。デンマーク国民は紆余曲折を繰り返しながらも、再生可能エネルギーを選択する意思決
定を行い、大規模洋上風力発電事業に力点を置いて、コスト削減に注力。再生可能エネル
ギーは割高とする常識を覆した。
石油危機を契機に日本企業は省エネルギーの技術力を磨いた。その技術力は外国の追随を
許さない。環境先進国を自負してきた。だがその一方で、再生可能エネルギーのコスト低減
に失敗、普及は遅れている。海に囲まれる日本列島は本来であれば、洋上風力発電に適して
いるはずだ。関連企業の潜在力も備わっている。洋上風力が定着しない現状は残念ですらあ
る。
1キロワット時当たりのCO2排出量というデータを見ると、日本の立ち遅れは明確だ
17）。
IEAが示すデータによると、1990年段階で日本の数値は452グラムであったのが、2014年に
は556グラムと跳ね上がっている。米国、英国、ドイツは逆に600グラムから400グラム台へ
と大幅に改善している。
国内総生産（GDP）当たりのCO2排出量を見ても、OECD加盟国における日本のランク
は1995年の第 2位から2014年には第18位に転落している。
総発電量に占める再生可能エネルギーの比率は2014年で6.5％（統計数値によっては
12 .2％、水力を除くと3.2％ 18））とドイツの24 .5％、英国の18 .5％と比べると、大きく見劣り
する。原発の稼動停止を火力発電で補っていることが原因だろう。日本の風力と太陽光の発
電コストは主要22カ国の中で最も高い。日本はもはや環境後進国に成り下がってしまった
のだろうか。
なぜ、日本に風力発電が根付かなかったのか。それは発電事業者の支払う送電線費用負担
が重く、コストを押し上げて、採算性を悪化させているからである。日本の場合、送電網は
大手電力会社が保有する。欧州では発送電分離が進み、送電会社が生まれている。送電線投
資分は電力料金に反映されるので、利用者も負担することになる。
日本の場合、風力発電所事業者の送電線関連費用は 1キロワット当たり293ユーロ（4万
円）でドイツの 3倍に達する。2万～ 3万キロワットの発電所で 8億～ 12億円もかかる。
16） 『日本経済新聞』2017年12月21日号。
17） 『日本経済新聞』2017年10月 4 日号。
18） 『日本経済新聞』2017年10月 6 日号。
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既存の送電網が有効利用されていない弊害もある19）。
大手電力会社の地域独占状態が長期にわたって放置されてきたことも問題だが、発送電分
離や送配電分離（送配電事業は送電線や配電線などのネットワークを管理、電力のバランス
を調整して停電を防ぎ、消費者に届ける事業20））が徹底せず、電力市場改革が遅れているこ
とに根本原因がある。送配電事業については、送電と配電を分離できていないことに加え
て、大手電力会社が独占していることが問題の核心である。高コスト体質が是正できなけれ
ば、再生可能エネルギーが日本で普及しないだけでなく、日本の有力な電力事業者が外国に
流出してしまう。
一方、デンマークは石油危機を機に、再生可能エネルギーに舵を切った。経験の積み重ね
がコスト削減を実現に導いた。タービンの大型化が進展、タービンの本数削減が可能となっ
た。風車設置に要する期間についても、1週間から 1日と大幅に短縮。デンマークは環境先
進国として世界から認知されるようになっている。
日本でも遅ればせながら、大型風力発電の着工が芽生え始めている。2016年度末時点で風
力発電の合計出力は337万キロワットと原発 3基分にとどまっている21）。この風力発電市場に
外資系メーカーが進出、米ゼネラル ･エレクトリック（GE）は出力3,800キロワットの日本
向け製品（風車）を開発、投入する。ドイツのシーメンスは出力4,000キロワット級の風車
を開発、日本市場に参入する。風力発電の先輩国、デンマークのヴェスタスも日本に上陸す
る。日立製作所は5,200キロワットの風車を洋上風力向けに開発、本格稼動させる。
日本の風力発電最大手といえば、ユーラスエナジーホールディングス。同社は北海道北部
で合計60万キロワットの発電所建設を進める。エコ ･パワー、Jパワーも大型風力発電事業
を進める。本来、日本の気候風土には太陽光発電よりもむしろ大型の風力発電がふさわし
い。法整備などの矛盾点を洗い出し、日本列島に適した再生可能エネルギーの在り方を模索
すべきである。本格的に大規模風力発電が日本で定着するのはこれから先である。
内燃機関で駆動する自動車の販売を禁じたフランスは、石炭火力発電所を2021年までに全
面閉鎖する22）。ただ、石炭火力発電の発電量に占めるシェアは1.4％に過ぎない。他方、原子
力発電の依存度を現行水準の 7割から2025年までに 5割へと引き下げるという目標は先送
りされる。フランス国内では現在、58基の原子炉が稼動する。このうち17基程度を廃炉と
する計画だったが、温暖化ガス排出量の削減を優先する格好だ。
脱石炭発電は英国やフィンランドも進めている。IEAによると、欧州連合（EU）の石炭
需要は2040年までに60％減少するという。一方で、インドや中国の石炭需要は依然として
旺盛だ。
やはり再生可能エネルギーを積極的に導入しているのは欧州である。EUでは最終エネル
ギー消費に占める再生可能エネルギーの比率を2030年までに最低27％へと引き上げること
が義務付けられる。IEAは2030年以降の早期に、EU域内では風力が主要電源になると指摘
19） 『日本経済新聞』2018年 1 月 7 日号。
20） 『日本経済新聞』2018年 1 月 9 日号。
21） 『日本経済新聞』2017年10月22日号。
22） 『日本経済新聞』2017年12月29日号。
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している23）。
欧州各社が新設を公表した再生可能エネルギー関連施設の発電能力は合計で5,000万キロ
ワットを突破。出力ベースで原子力発電所に換算すると50基分以上に相当する規模となる。
技術革新がコスト低減を実現している。フランスのEDF社、イタリアのエネル、スウェー
デンのバッテンファルなど欧州電力大手が再生可能エネルギー設備の増強策を打ち出し
た24）。
当然、地球温暖化現象に無関心な国は存在する。米国は「パリ協定」からの離脱を宣言、
脱化石燃料に後ろ向きの姿勢を鮮明にする。勢い、石炭業界や石油 ･天然ガス業界が息を吹
き返し、この世の春を謳歌する。
2017年12月22日現在の米リグ（石油掘削装置）稼動数は747基と対前年比で 4割増加し、
原油生産量は日量975万バレルと対前年比 1割増だった25）。米エネルギー情報局（EIA）は
シェールオイルの増産で2018年の米産油量が日量1,000万バレルを超す（日量1,040万バレ
ル）と報告している。2017年の米産油量が平均で日量920万バレルであったから同120万バ
レル増となる26）。
米国は名実ともに世界屈指の大産油国、産油量ではサウジアラビアやロシアと肩を並べ
る。米産油量のうち、6割を占めるのがシェールオイル。まさに「シェール革命」が米国を
大産油国へと押し上げた。
シェールオイルの増産が寄与して、米国の原油生産量が爆発的に拡大、2018年にサウジ
アラビアやロシアを追い抜くと IEAは予測。OPEC加盟産油国による協調減産効果を60％
程度、相殺すると見通している。原油価格の安定を追い風に、コスト削減や効率化という
シェール生産企業の自助努力も奏功して、米産油量が積み上がっている27）。
国際原油価格の回復が追い風となって、米系石油企業が増産体制へと舵を切る。米系メ
ジャーのシェブロンは2018年に183億ドルの投資計画を発表しているが、このうち43億ドル
がシェール生産向けとなっている。総投資額は対2017年比で 4％減だが、シェール生産向け
の計画投資額は70％増となる28）。一方、米エクソンモービルは今後 5年間で米国に500億ドル
を投じ、シェール開発 ･生産を強化することを決定している29）。ロイヤル ･ダッチ ･シェル
もまた向こう10年の成長が、北米でのシェールオイル ･ガスの開発 ･生産にかかっていると
吐露する30）。
シェールオイルの生産は在来型油田と比べると割高だが、技術革新と生産コストの削減、
それに原油価格の回復がハンディを克服している。米石油産業の比較優位は生産調整能力が
高い点にある。ロシアや中東産油国が原油の生産調整が不得手なのに対して、米国ではリグ
稼動数の調整能力が高い。
23） 『日本経済新聞』2017年11月15日号。
24） 『日本経済新聞』2018年 1 月 6 日号。
25） 『日本経済新聞』2018年 1 月 6 日号。
26） 『日本経済新聞』2017年12月16日号。
27） 『日本経済新聞』2018年 1 月21日号。　Financial Times, January 20 , 21 , 2018 .
28） Financial Times, December 8 , 2017 .
29） 『日本経済新聞』2018年 1 月30日号。　Financial Times, January 31 , 2018 .
30） Financial Times, January 8 , 2018 .
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投資効率を重要視する米石油産業はロシアや中東産油国よりも優位に立つ。それゆえ、米
石油産業が国際原油価格の形成に大きな影響力を発揮するに至っている。国際原油市場は米
産油量の動向に左右されるようになっている。
産油量が伸びれば、比例して原油輸出量も増えていく。米国では2015年12月に原油の輸
出が解禁されている。EIAが公表した2017年12月の米原油輸出量は日量121万バレルと、
対前年同月比で 2倍を記録31）。また、2017年10 ～ 12月期の輸出量は日量150万バレルと対前
年同期比で 3倍に達する。
米国産原油の輸出先首位はカナダで日量30万バレル超（2017年 1 ～ 9 月期平均）が輸出
された。第 2位は中国で同様に日量18万バレルが輸出されている。中国の対米貿易赤字は
積み上がる一方だが、貿易赤字を抑制する手段として、中国側が意図的に米国産原油の輸入
を増やしているのであろう。2017年 1 ～ 11月の統計数値では中国の米国産原油輸入量は対
前年同期比で14倍、天然ガスについては同様に21倍、石炭の場合は実に3,600倍と急増して
いる32）。
米国産原油の主な輸出国は以下、英国、オランダ、韓国、シンガポール、イタリア、日本
と続く。IEAは米国のシェールオイル生産量が増え、2020年代後半にも原油の純輸出国に
転じると分析する33）。
周知のとおり、日本は依然として、中東産原油に依存する。2016年度の原油輸入量は日量
327万5 ,000バレルであったが、このうちサウジアラビアが37 .1% を占め、日本の輸入先首
位だった。以下、アラブ首長国連邦（UAE）24 .0％、カタール8.9％、イラン7.0％、クウェー
ト6.6％、ロシア5.7％、メキシコ2.6％、イラク2.5％、その他5.6％と続き、9割近くを中東
産原油に依存している34）。
調達先の多様化はエネルギー安全保障を強化するためにも、日本の国益のためにも重要な
取り組みとなる。米国、カナダといった北米の有力産油国からの原油輸入を大幅に増やすこ
とができれば、エネルギー戦略上、好ましいことは指摘するまでもない。
「シェール革命」が起爆剤となって米国から輸出されるのは原油だけではない。シェール
ガス由来の LNGも生産、2016年から輸出されている。東京ガスや大阪ガス、東京電力、中
部電力、それに大手総合商社といった日本企業も参画しているが35）、LNG基地の建設、計画
（コーブポイント、フリーポート、コーパス・クリスティ、キャメロン、サバイン・パス、
ドリフトウッドなどのプロジェクト36））を含めた LNG生産・輸出量は年間 1億トンを突破す
る。これは世界 LNG需要・2億5,800万トン（2016年）の 4割に相当する37）。　
膨大な貿易赤字を抱える米国が産油量や天然ガス生産量、それに原油や LNGの輸出量を
増やすことができれば、輸入量の絞り込みとも相まって、貿易赤字を抑制する一助となる38）。
31） 『日本経済新聞』2017年12月30日号。
32） 『日本経済新聞』2018年 1 月13日号。
33） 『日本経済新聞』2017年11月15日号。
34） 『日本経済新聞』2017年10月 8 日号。
35） 『日本経済新聞』2017年10月14日号。
36） Financial Times, October 6 , 2017 .
37） 『日本経済新聞』2017年10月21日号。
38） Financial Times, October 12 , 2017 .
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今後、アジア市場、ことに中国、インド、韓国などで LNG需要が堅調に伸びていくと予
想されている。
中国が深刻な大気汚染対策に乗り出し、石炭の利用を制限する一方、クリーンな天然ガ
ス、LNGの調達を増やしている。それでも天然ガス不足が顕在化、工場の操業停止に追い
込まれている39）。中国では依然として、エネルギー源の 6割を石炭に依存する（2016年現在）
が、石炭から天然ガスへの転換が自ずと中国の LNG需要を押し上げていく。
中国の天然ガス純輸入量は2040年に2,780億立方メートルと2016年の3.8倍に急増すると
IEAは予想する。中央アジアのトルクメニスタンや隣国のロシアなどから陸上パイプライ
ンで天然ガスを調達するが、中国沿岸部には LNG受け入れ基地の増設が進む。2040年の
LNG輸入量は1,300億立方メートルと2016年の4.2倍に膨張すると予測されている。この水
準に達すると、日本を追い抜き、中国が世界最大の LNG輸入国として浮上する40）。
LNG消費量で世界第 4位のインドも LNGの調達量を増やす。2020年に対2016年比（1,900
万トン）6割増の3,000万トンに拡大するという。人口増や経済成長が天然ガスの需要量を
押し上げる主原因だ41）。インドでも再生可能エネルギーの導入に着手されているが、環境汚
染を解決するための対策は遅れているという42）。
2017年 1 ～ 7 月期のアジア向け米 LNG輸出量は対前年同期比で12倍に急増したが、米国
産 LNGの総輸出量は2022年には対2016年比で16倍に膨張する43）。オーストラリア産、中東
カタール産なども含めて、LNGの世界供給量が増えれば、LNG輸出価格を抑制する。世界
最大の LNG輸入・消費国（世界 LNGの 3 割を占有）である日本にとっては朗報だ。今後、
日本は安定的に米国産 LNGを輸入していく。
IEAは世界 LNG需要が2022年に対2016年比 3 割増の4,600億立方メートルに膨らむと見
通している。LNG需要増の牽引役がアジア市場。アジア市場では LNG需要が 4割増えて、
2022年になると世界 LNG輸入量の 4分の 3を占有するという44）。
アジア市場で LNG需要が伸びれば、アジア市場の LNG価格に押し上げ圧力が作用して
しまうが、LNG受け入れ基地など LNG関連施設の増設は日本企業にとっては商機拡大の好
機となる。
東京ガスは2015年、シンガポールに現地法人を設立、東南アジア市場での参入機会を物
色する。2017年 4 月には本社の原料調達部門に LNGトレーディンググループを創設、売買
取引で利ざやを稼ぐ事業の準備に取りかかっている。そして、インドネシアで天然ガス配給
事業に参入しつつ、LNG受け入れ基地の建設支援を目指している。東京ガスはフィリピン
でも LNG基地と天然ガス火力発電所を一体で建設 ･運営する事業参入を目指す。
一方、JFEエンジニアリングはインドネシアの LNG受け入れ基地運営事業に参画する。
LNG基地を建設・運営、火力発電所に天然ガスを供給する。インドネシアの電力大手メド
39） 『日本経済新聞』2018年 1 月11日号。
40） 『日本経済新聞』2017年11月25日号。
41） 『日本経済新聞』2017年10月20日号。
42） Financial Times, October 16 , 2017 .
43） 『日本経済新聞』2017年10月20日号。
44） 『日本経済新聞』2017年10月19日号。
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コと共同で、バタム島に建設する45）。
技術革新や原油高を追い風に、全体として、米シェール企業の財務改善が進展し、投資家
がシェール企業の評価を見直すようになった。米石油企業は今、企業統治（コーポレート・
ガバナンス）、利益率、株主還元のルネッサンス期にあるという46）。
米国ではシェールガスがプラスチックの原料といった石油化学原料にも有効利用されてい
る。米系石化大手のエクソンモービル ･ケミカルやシェブロン ･フィリップス ･ケミカル、
それにダウ ･デュポンなどはポリエチレンの原料になるエチレンを生産、アジア市場に輸出
する。米国産エチレンがアジア市場に登場すれば、価格競争が激化することになる47）。
天然ガスは化石燃料だが、その中では最もクリーンで、再生可能エネルギーの不安定さを
補えると主張する意見もある。埋蔵量は豊富で、かつ原油のように偏在していない。天然ガ
ス火力発電は石炭火力と比べると、CO2排出量が半分で、大気汚染物質は10分の 1以下だ
という。環境負荷は石炭よりも格段に小さい48）。
再生可能エネルギーも闇雲に乱開発すれば、環境に大きな打撃を与える。太陽光発電は灼
熱地獄の砂漠に大規模設置すれば、効率良く発電できるけれども、日照時間が不安定な日本
には本来、適さないだろう。太陽光より洋上風力や地熱、潮力のほうが日本には好都合だ。
ノウハウの乏しい石油企業が再生可能エネルギーよりも天然ガス事業を重要視するのは合
点がいく。ロイヤル ･ダッチ ･シェルは天然ガス事業を重視する方針でいる反面、再生可能
エネルギーに飛びつくことには拒絶反応を示す49）。同社の損益分岐点はシェブロンと同様に
1バレル40ドル以下とされ50）、現行の油価水準で十分な利益を弾き出せることから、強気に
なっている面は否めないだろう。
ロシア経済は相も変わらず、原油と天然ガスの輸出に全面依存、輸出で稼いだ資源マネー
で機能する。単独ではまともな自動車を製造できないばかりか、農業部門では温室設備さえ
なく、農業生産は天候に左右される。人口の過半が年金生活者と公務員によって占められ、
政府予算にしがみつく。ハイテク産業は育ってはいるが、ほんの一握り。欧米社会からは経
済制裁が科されていて、明るい近未来は描けそうもない。勢い、原油と天然ガスの輸出増を
目指すことになる。
国営天然ガス独占体のガスプロムは天然ガスの開発 ･生産から流通、小売、輸出に至るす
べての部門を独占的に牛耳る。世界最大の天然ガス企業でもある。
ガスプロムは教育機関や医療機関も所有することから、地域で一つのコミュニティーを形
成する。国内販売は採算度外視の安値で展開されるので、ガスプロムの収益を支えることは
できない。国内事業の赤字を埋めて、国庫に法人税を納付するだけの収益の柱とする部門が
輸出部門。ガスプロムの収益は輸出に依存する。文字通りのドル箱となっている。
ガスプロムは主として、陸上と海底のパイプラインで欧州やトルコなど周辺国に天然ガス
45） 『日本経済新聞』2017年11月10日号。
46） Financial Times, October 24 , 2017 .
47） 『日本経済新聞』2017年12月27日号。
48） 『日本経済新聞』2017年10月 5 日号。
49） Financial Times, October 2 , 2017 .
50） Financial Times, November 3 , 2017 .
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を輸出する。サハリンに展開される LNG生産事業は主にアジアを輸出標的市場とする。日
本もサハリンからロシア産LNGを輸入する。ちなみにロシアはLNG生産技術も外国企業に
依存している。
ガスプロムの対欧州天然ガス輸出量は2017年実績で1,939億立方メートルと対前年比
8.1％を記録した51）。ガスプロムは欧州天然ガス市場の 4割近くを占有する。ただ、欧州各国
がロシア産と競合する北アフリカ産の天然ガスや米国、カタールなどから LNGを調達する
ようになった結果、ガスプロムは低価格戦略が余儀なくされている。安値での販売を優先し
て、市場占有率を確保する狙いだ。天然ガスの国内生産が芳しくなかったオランダなど一部
の国がロシアからの輸入を増やした模様だ。
エネルギー資源の脱ロシア依存を図るため、ポーランドやリトアニアなど主として軍事的
にロシアを脅威だと認識する国家群が LNG受け入れ基地の建設を急ぐ。カフカス（コーカ
サス）地方にあるカスピ海産の天然ガス、地中海東部海底に埋蔵される天然ガス（キプロス
のアフロダイト天然ガス田、エジプトのゾール天然ガス田、イスラエルのリバイアサン天然
ガス田）を欧州市場に供給する天然ガスパイプライン設置構想はあるものの52）、政治的リス
クや天然ガス田の規模といった障害が複雑に絡んで進展していない。結果、欧州全体として
の脱ロシア依存度は低下していないのである。
ガスプロムの天然ガス生産量は同じく2017年実績で4,710億立方メートルと対前年比で
12 .4％増だった。ガスプロムは中国向け新規天然ガス輸出パイプライン「シベリアの力」の
建設を計画している。総延長3,000キロメートルに及ぶ「シベリアの力」は総工費550億ド
ルのプロジェクトである。2019年に完成すれば、中国への天然ガス輸出が開始される。
一方、ロシア独立系天然ガス企業のノバテックはロシア北部のヤマル半島に LNG生産基
地を建設する計画でいる。2030年までに 2兆8,000億ルーブル（476億ドル）を投下、2023年
には LNG生産基地（LNG1 と LNG2）を稼動させる。LNG1 事業にはノバテックが50 .1％
と過半を出資、フランスの石油大手トタルが20％、中国石油天然ガス（CNPC）も20％、中
国シルクロード基金が9.9％を出資する。ノバテックは LNG2 についても出資企業を募り、
サウジアラビア企業やトタルなどが出資参加に興味を抱いているという53）。
ただ、地理的条件や気象条件が厳しい北極圏に敢えて LNG基地を建設する積極的なメ
リットが見当たらない。LNGを専用タンカーで輸送する際には砕氷船で誘導する必要があ
る。たとえ北回り航路の輸送コストが安価だとしても、一体、どの国が北極圏産の LNGを
輸入するだろうか。確かに LNGの世界需要は今後も旺盛だとはいえ、果たして北極圏産
LNGにどの程度の魅力があるのだろうか。ロシアが世界の LNGゲームに追いつくチャンス
だと評価する声はあるものの54）、無責任に思えてならない。
化石燃料だけに依存する経済社会体質のロシア。再生可能エネルギーを導入する意思もな
ければ意欲もない。持続可能な経済システムを構築しようとする息吹すら欠如するロシア。
ロシアの未来像は暗い。
51） Financial Times, January 4 , 2018 .
52） Financial Times, January 9 , 2018 .
53） Financial Times, December 13 , 2017 .
54） Financial Times, December 28 , 2017 .
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3．産業融合と変革
2018年 1 月 9 日、世界最大の家電見本市「CES（コンシューマー・エレクトロニクス・
ショー）」が米ネバダ州ラスベガスで開幕、AI を武器に米グーグルや米アマゾン ･ドット ･
コムといった ITの巨人が存在感を示した55）。
AI を個々の企業が開発し、独自技術を競うのではなく、巨大 IT企業が持つAI を個々の
企業が基盤サービスとなるクラウドを通じて有効活用している。そうなると、AI の巨人が
企業を囲い込むことに精を出す。クラウド事業の優位性は他社への乗り換えが少ないことに
ある。
これは競争環境が激変することを示唆する。まさにAI 革命。AI 企業が産業社会の中心
に躍り出てきた。あらゆるモノがネットにつながる「IoT」の広がりも含めて、世界は、世
に言う「第 4次産業革命」の時代に突入している。ITの巨人がこれを牽引する。
グーグルのAI は「グーグルアシスタント」と命名されている。これを搭載する一例を挙
げると、韓国 LG電子の薄型テレビ、中国レノボのスマートディスプレー、ソニーのワイヤ
レスヘッドホン、ボーズのヘッドホンなど枚挙に暇がない。あらゆる製品分野に搭載可能だ
から、協業は無限大に広がっていく。
受けて立つアマゾンも負けてはいない。現在、アマゾンの本社はシアトルにあるが、同社
は50億ドルを投じて、北米に第 2の本社を設置する予定でいる。直接的に 5万人、間接的に
数万人規模の雇用創出効果を見込めるという56）。
このアマゾンは音声認識（会話型）AI「アレクサ」を投入、2017年には米フォード ･モー
ターなどすでに700社を超える企業が採用を発表している。AI と家電、車が融合する。日
本を代表する家電メーカーのパナソニック。パナソニックは車載機器に「アレクサ」を搭載
することを表明している。
トヨタ自動車は「アレクサ」を搭載した新型車を発表、車中から音声で自宅のエアコンを
操作できるほか、ネットでの買い物も可能になるという57）。2018年春に「アレクサ」を搭載
するセダン「アバロン」を発売した。
車内から音声認識でネットを通じて商品を注文する、「アレクサ」に対応した自宅のエア
コンを操作できる、自宅から「アレクサ」対応のAI スピーカーを使って車のエンジンやモー
ターを始動させることが可能になるなど利便性が一気に高まる58）。
音声操作機能が備わったAI スピーカーではアマゾンの米国市場シェアは 7割を突破す
る。アマゾンはクラウドサービスで培った営業力で「アレクサ」搭載先の開拓に総力を投入
している。つまりアマゾンの事業戦略は自宅のサービスを車にも延長させようとするところ
にある。ソフトとハードの双方で自宅と車をつなげる戦略なのである。
5年半にわたって減収が続いていた米 IBMはAI 関連やクラウドビジネスといった成長
55） 『日本経済新聞』2018年 1 月11日号。
56） 『日本経済新聞』2018年 1 月19日号。
57） 『日本経済新聞』2018年 1 月17日号。
58） 『日本経済新聞』2018年 1 月16日号。
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事業が奏功、依然として減益だが、増収を達成できるようになった。それでもソフト企業の
米マイクロソフトやアマゾンを超えられないでいる。やはり IBMはハード企業という位置
付けだ。
他方、ハード依存の米アップルも精彩を欠く。確かに同社は米国外に溜め込んだ2,500億
ドルを原資として、米国内事業に 5年で300億ドルの新規投資に踏み切ることを表明しては
いるけれども、いわゆるトランプ減税に便乗しているに過ぎない59）。新規投資で革新性が乏
しい現実を打破できるかどうか。
今後、市場を席巻する製品は家電であれ、自動車であれ、デジタル化、コンピュータ化が
進み、ソフトウエア次第の時代を迎える。インテル製の半導体が世界市場に浸透したのと同
様に、AI が技術の中核となる。これが同時にプラットフォーマー（基盤提供者）としての
役割を演じる。残念ながら、日本勢は蚊帳の外、入り込む隙はないようだ。
もちろん日本にも IT企業は存在する。その多くはジャスダック市場や東証マザーズに上
場して、資金調達している。だが、「第 4次産業革命」の中心部に位置する企業は皆無だ。日
本企業は繊細なモノづくりに長けてはいるが、シリコンバレーを創出した米 IT巨人を打ち
負かすことはできずにいる。
次世代車の時代到来を睨み、世界の完成車大手が電機メーカーやベンチャー企業、それに
半導体大手との協業を試みる事例が目立つ。自動運転車やエコカーを開発して、商用化する
ためである。一方で、家電メーカーもまた自動車向けセンサーや次世代車の心臓となる車載
システムといった新規分野を開拓しようと躍起になっている。自動車センサーが人間の目と
なり60）、AI が人間の頭脳の役割を担う。
自動車産業は今、電動化、コネクテッド（つながる）、自動運転という変革前夜を迎えて
いる。フォード ･モーターは2020年までに新車販売の 9割を「コネクテッドカー」（通信を
介してインターネットなどに接続する機能を備えた車）にすると言明している61）。
2017年10月下旬に開催された東京モーターショーでは自動車各社が電動対応の車を出展
した。日産自動車傘下の三菱自動車は電動車を軸に商品を刷新することを明らかにすると同
時に、ユーザーとの会話や行動を学習するAI 搭載車を東京モーターショーで紹介した。ド
ライバーとAI の会話で空調やワイパー、ライトなどを操作できる62）。
スズキは軽量小型の四輪駆動型EV（2人乗り）、ダイハツ工業は低床で女性やシニアが
乗り降りしやすくした商用EV、マツダは2019年投入の新型ガソリン採用のコンセプト車、
SUBARU（スバル）は安全運転支援システムの機能を強化したスポーツ車をそれぞれ出展
している。ホンダはスポーツタイプのEVコンセプト車を世界初出展、AI でドライバーの
表情や運転の習性を分析し、運転支援する機能を備える。合わせて、ホンダは欧州で販売予
定の量産型の小型EVも披露している。これは小回りが利き、短距離の市街走行に適したモ
デルとなる。
また、いすゞ自動車は小型電気トラックを2018年に国内で導入すること、三菱ふそうト
59） Financial Times, January 18 , 2018 .　『日本経済新聞』2018年 1 月19日号。
60） 『日本経済新聞』2018年 1 月10日号。
61） 『日本経済新聞』2017年10月 4 日号。
62） 『日本経済新聞』2017年10月19日号。
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ラック・バスは数年以内にトラックとバスの全車種に電動モデルを追加することをそれぞれ
明らかにした。加えて、三菱自動車は SUV型 EVを世界で初披露している63）。
車も住宅も高度にコンピュータ化が進み、電子製品化が進む。そこには住空間、車空間（車
内）という快適さを追求する場が広がる。快適な住空間で時間を過ごし、快適な車内で移動
する。しかも住宅も車も手元のモバイル端末とつながる。住宅も車も家電製品化していく。
つまり確実に垣根が崩れていく。そうなると、住宅や車に必要な商品群を保有していないと
生き残れない。この意味で自動車企業が車を独占的に生産する時代は終焉する。日本でも人
気者となった英ダイソンが早くもEV市場に新規参入してきた64）。
業界の境界線が消滅して、自動車産業、住宅産業、電機産業に IT企業を含めて異業種企
業が多数、参入してくると、自動車市場は完成車メーカー、家電市場が電機メーカーの独壇
場ではなくなってしまう。いずれもコア技術はソフトウエアとなる。
産業間の融合が新たな産業の姿やニーズを創出する一方、参入企業の顔ぶれは刻一刻と変
化していく。ビジネスチャンスが生まれる一方、関連企業は常に進化しないと淘汰されてし
まう。魅力ある時代の到来であると同時に、過酷な時代の到来でもある。企業の栄枯盛衰サ
イクルが早まることだろう。次世代の産業社会に対応できる企業のみが生き残る熾烈な競争
社会へと移行する。
創業100周年を迎えたパナソニック。ラスベガスで開催された「CES」のパナソニック ･
ブースには家電の出展はなかった65）。その代わりにディスプレーには車の運転席や車載電池
が並んだ。パナソニックが電池を供給する米テスラのEVもあったという。事実、パナソニッ
クは小型EV向けの電池やモーターなどが一体となったユニット、すなわち車載システム
（プラットフォーム）の販売を開始する。電池やモーターなどの駆動部材、充電器やインバー
ターなどの電源部材を包括する66）。
EVメーカーはパナソニック製のユニットを導入することで、開発期間を短縮し、製造コ
ストを削減できる。事業ポートフォリオを組み直し、住宅と車をコア事業の 2本柱に仕立て
上げた。
パナソニックは「CES」の事前記者会見でアマゾンの「アレクサ」を内蔵した車載向け情
報提供 ･娯楽システムを開発したと発表していた67）。ネットに接続できない環境でも道案内
が可能だという。通信環境が不安定な運転中でも音声による操作（車内温度の変更、音楽再
生、道案内）が可能なので、利便性が高まる。ネット環境が良好な場所では、車内から自宅
のエアコン、照明、鍵の開閉の確認といった機能が利用できる。
パナソニックはまたグーグルの「グーグルアシスタント」に対応した車載システムも公表
している。既存システムに最新アンドロイドの基本ソフト（OS）を搭載、道路の混雑具合
いや店舗の紹介などより快適な運転を支援する。
トヨタ自動車はマツダと資本提携したうえで、デンソーを加えた 3社で EV開発の新会
63） 『日本経済新聞』2017年10月26日号。
64） 『日本経済新聞』2018年 1 月 6 日号。
65） 『日本経済新聞』2018年 1 月13日号。
66） 『日本経済新聞』2018年 1 月10日号。
67） 『日本経済新聞』2018年 1 月 9 日号。
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社を設立する一方68）、EV向けの新型電池（次世代電源・全固体電池を含む）をパナソニッ
クと共同開発すると発表している69）。ここに豊田自動織機もこの車載電池連合事業に参入す
る70）。トヨタ自動車は全固体電池を2020年代前半に実用化すると明言している。自前主義を
貫徹してきたトヨタ自動車だが、自前主義を捨て去った。
全固体電池であれば、固体の電極、電解質であることから液漏れや発火の恐れが少なく、
高容量・大容量化を期待できる71）。ただ、当然のことであるが、必要な資源となるリチウム、
コバルト、マンガンなどを確保しなければならない。
EVの命はモーターと電池の性能だが、幸い、日本はバッテリー技術もモーター技術も世
界で先行している72）。EVの場合、駆動用モーターが高速回転を実現すると同時に、電池を
大容量化できれば航続距離が伸びる。もちろん外部環境も整備する必要がある。高速充電で
きるステーションの設置や電力の安定供給は必要条件となる。再生可能エネルギーをこの環
境に組み込まないと、車の電装化に力を入れる意義が失われてしまう。
車載用電池を生産するパナソニックには技術と量産の実力が備わっている。日本が誇る
日本電産にはモーター技術が蓄積されている。日本電産は車載用モーターの量産に踏み切
る73）。自動車会社が自社内や系列企業でモーターや電池を開発、生産することには困難が伴
う。アウトソーシング（外部委託）しないと対応できない。パナソニックにとっても開発、
量産する電池の裾野が広がり、テスラ依存の突破口となる。
トヨタ自動車はマツダ、ダイハツ、スバルと資本関係にあるほか、スズキとは包括的業務
提携関係を構築している。トヨタ自動車はEV基盤技術の開発ではマツダ、デンソーと組
む。2020年以降、日本、米国、欧州、インドなどで10車種以上のEVを投入する計画でい
るが74）、インド市場では新車販売シェアに実績があるスズキと連携、スズキの事業基盤を活
用する。一方のスズキはトヨタとのEV連携でインド市場シェア首位を死守したい75）。
「つながる車」や「自動化」、「電動化」対応の新型車登場という潮流は2018年 1 月中旬
に米デトロイトで開催された北米国際自動車ショーにも受け継がれていく。米国の新車市場
が頭打ち状態となっているだけに、日欧米の大手自動車メーカーは付加価値を高めた新車で
勝負せざるを得ない。
たとえば、カーナビゲーション76）。駐車場の空き状況とカーナビが連動できれば、都市イ
ンフラと車との共存に対応できる。ハンドルレス、ペダルレスの完全自動運転車が誕生すれ
ば、顧客層が大幅に拡大するかもしれない。新技術の登場が新たなニーズを生み出す。ここ
に到達するまでの試行錯誤が各社を鍛え、結果として競争力が強化されていく。新たなニー
ズの掘り起こしには限界がない。
68） 『日本経済新聞』2017年11月 1 日号。
69） 『日本経済新聞』2017年12月14日号。
70） 『日本経済新聞』2017年12月20日号。
71） 『日本経済新聞』2017年12月29日号。
72） Financial Times, October 24 , 2017 .
73） 『日本経済新聞』2017年10月25日号。
74） 『日本経済新聞』2017年12月31日号。
75） 『日本経済新聞』2017年11月18日号。
76） 『日本経済新聞』2018年 1 月16日号。
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新しい産業社会の基盤となるのが次世代通信「5 G」。通信速度が向上するだけでなく、
データ量が格段に増加する77）。仮想現実（VR）用の動画は容量が大きいが、5 Gであれば、
快適に視聴できる。5 Gは動画配信の配信インフラとしての役割を果たす。通信大手や半導
体大手が 5 Gの事業化を急ぐゆえんだ。
スマートフォンやパソコンだけでなく、自動運転でも 5 Gは必需インフラとなる。走行中
のデータをクラウドに送る必要があるからだ。ロボットなどの遠隔操作、AI や自動化の発
展を促進する場面にも 5 Gは必須である。
ボルボ・カ （ースウェーデン）は逸早く新車販売の「電動化」へと舵を切る。2017年 7 月、
2019年以降に発売する新型車すべてをディーゼルエンジンから電動車に切り替えると宣言し
た。第一弾として2021年までに 5車種の EVを投入するという。EVとプラグインハイブリッ
ド（PHV）、ガソリンハイブリッドで全新車を構成することになる78）。
加えて、ボルボ・カーは新サービスも打ち出し、車を購入して保有するのではなく、長期
レンタル方式で 1月一定額の定額料金制を市場に問う。スマートフォンのようなサービスを
導入するのである。きわめて斬新だ。
ボルボ・カーだけではない。米ゼネラル・モーターズ（GM）は2023年までに20車種以
上のEVと燃料電池車（FCV）を発売すると発表79）。独フォルクスワーゲン（VW）も2025
年までに50車種の EVを投入、年間300万台を発売する計画でいる。同じくドイツのダイム
ラーは2022年までに全車種でEV、ハイブリッド（HV）を品揃えする。フランスのルノー
連合（ルノー、日産自動車、三菱自動車）は2022年までに 3社で12車種の EVを発売する。
ホンダは2030年を目処に世界販売の 3分の 2を電動車へと切り替える。ルノー連合はどう
やら新興国市場を重要視する模様である80）。
2020年代に入ると、EVの量産体制が加速して整備されていくような印象を受ける。EV
の開発競争が本格始動したことは間違いがないだろう。とは言え、2020年の世界 EV販売比
率はわずか1.3％、2025年を迎えても2.2％にとどまるという見通しがある。別の予測でも
2029年段階で内燃機関中心（HVを含む）の新車が全体の87 .3％を占め、一方、PHV、EV
などモーター中心の比率は12 .5% にとどまるとしている。残余はFCVなどだ81）。
障害もある。EVの普及には専用のインフラが不可欠。モーターや複数のバッテリーを搭
載するため、車両の軽量化を追及する必要がある。モーターやバッテリーそのものの性能も
向上、改善しなければならない。
EV製造にはコバルト（リチウムイオン 2次電池の正極材に使用）といったレアメタル（希
少金属）が欠かせないが、コバルトを安定供給するには銅やニッケルの生産を増やさねばな
らなくなる82）。そうなると、銅やニッケルの国際相場が大きく崩れることになる。逆に増産
できなければ、コバルトが不足、EV普及の足枷となる。また、コバルトはアフリカのコン
77） 『日本経済新聞』2018年 1 月12日号。
78） 『日本経済新聞』2017年10月 9 日号。
79） 『日本経済新聞』2017年10月 4 日号。
80） Financial Times, October 7 , 8 , 2017．
81） 『日本経済新聞』2018年 1 月28日号。
82） 『日本経済新聞』2018年 1 月12日号。
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ゴ民主共和国に偏在する。リチウムもまたチリやアルゼンチンなど南米に偏在する83）。コバ
ルト、リチウム争奪戦がすでに始まるなか、資源開発を急ぐと、これが環境破壊を招く事態
に陥ってしまう84）。
要するに、当分の間は内燃機関とモーターとの二刀流ということか。内燃機関でも新技術
の力を磨いて、エンジン車主流の市場ニーズに応答しなければならない。燃焼効率を高める
ことでCO2排出量を EV並みに抑えることができれば、消費者、株主のニーズに応答でき
る。と同時に、EV推進の機運の高まりにも応じていかねばならない。いずれにせよ、環境
性能が先進性を左右することになる。
ここに「つながる車」や完全自動化という要素も加わってくる。これらはすべて同時進行
していく。しかも異業種企業が新規に参入してくる。産業間の融合が業界の地殻変動を誘
発するのである。技術や開発を内部化する余裕はまったくない。必要なのは信頼できるパー
トナー。企業間関係は人間関係のように信頼、信用でつながっていくことになる。
4．日本の選択
産業間や企業間の融合の結果、既存の産業秩序や企業序列が崩壊していく。大規模企業を
頂点とするピラミッド構造、いわゆる系列が崩れ、オープンシステムへと変貌を遂げること
だろう。新たなプロフェッショナル企業集団が新たなブランドを確立していくことになる。
ここでは既存の発想は排除される。このような取り組みが21世紀日本の国際競争力を鍛え込
んでいくのである。言うまでもなく、その具体的な担い手はヒトである。
化石燃料やガソリン車が完全に姿を消すことはこの先もないだろう。しかしながら、再生
可能エネルギーを活用する精一杯の努力は尽くしていかねばならない。企業、あるいは家庭
が再生可能エネルギーの社会的意義を認め、供給側と需要側とが再生可能エネルギーでつな
がる構造への転換である。
日本の風土には太陽光発電よりも洋上風力発電が適している。残念ながら、風力による発
電は伸び悩んでいるけれども、それだけに余地は大きく、将来性も高い。無理のない範囲で
地道な取り組みが必要である。
日本経済新聞社は環境経営度ランキングなるものを発表している。少しずつではあるが、
日本でも環境改善の意識が高まってきたのかもしれない。日本が環境後進国だと嘆くことは
簡単である。だが、日本が環境先進国の面も兼ね備えていることも合わせて認識すべきだろ
う。既存の発想や仕組みではなく、21世紀社会に通用する発想、仕組みへと転換していくに
は何をすべきか。ここには若い世代の人材が不可欠である。ただし、老練を否定するもので
はない。
83） 『日本経済新聞』2017年11月18日号。
84） Financial Times, November 9 , 2017 .
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